
 

 

 

 

        

住民監査請求の監査結果について 

 

次の住民監査請求について、監査委員は地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」といいます。）

第242条に基づき監査を行いましたので、監査結果を公表します。 

職員に対する通勤費用及び報酬の支給に関するもの 

経  過 

令和４年12月13日 職員措置請求書受付 

令和４年12月28日 監査委員会議にて審議（要件審査） 

令和５年１月19日 請求人及び監査対象局職員の陳述 

令和５年２月２日 監査委員会議にて審議（結果決定） 

監査請求の要旨 

 総務局が特定の職員（以下「当該職員」といいます。）に対して通勤費用、報酬を不当に支給

した。 

 よって、不当に支給された通勤費、報酬について、横浜市が返還請求することを求める。また、

関与した職員の厳正な処分を求める。 

監査の結果 

本件請求について、請求人の主張には理由がないと認めます。（棄却） 

＜監査委員の判断＞ 

１ 給料に相当する報酬の支給について 

本件請求において請求人は、当該職員の令和３年４月１日から令和３年12月23日までの「期

間における報酬の支給」について、「職員の給与に関する財務会計上の源泉となる通勤届等の確

認、決定を怠っている」ため、「明らかに不当である。」と主張しています。また、請求人は、当

該職員の「令和４年６月支給分」のうち「３時間 報酬額 ２万４０００円」について、「実労

働時間」ではなく「休憩時間」に相当するため、「不当な支給」であると主張しています。 

(1) 令和３年４月１日から令和３年10月31日までの期間の勤務に係る給料に相当する報酬の支

給について 

当該職員への令和３年４月から令和３年10月までの期間の勤務に係る給料に相当する報酬

の支給は、令和３年11月19日以前に行われたことが認められます。 

住民監査請求の期間制限について定めた法第242条第２項は「当該行為のあつた日又は終わ

つた日から一年を経過したときは、これをすることができない。ただし、正当な理由がある

ときは、この限りでない。」と規定しており、令和３年４月から令和３年10月までの期間の勤

務に係る給料に相当する報酬の支給が行われた日は、本件請求のあった令和４年12月13日時

点において既に一年を経過していることは明らかです。 

また、法第242条第２項の「正当な理由」について、最高裁判所平成14年９月12日判決は「「正

当な理由」の有無は、特段の事情のない限り、普通地方公共団体の住民が相当の注意力をも

って調査したときに客観的にみて当該行為を知ることができたかどうか、また、当該行為を

知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたかどうかによって判断す

べきものである（最高裁昭和62年（行ツ）第76号同63年４月22日第二小法廷判決・裁判集民

事154号57頁参照）。そして、このことは、当該行為が秘密裡にされた場合に限らず、普通地

方公共団体の住民が相当の注意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監査請求をするに

足りる程度に当該行為の存在又は内容を知ることができなかった場合にも同様であると解す
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べきである。」と判示しています。この判決を踏まえると、本件請求が一年を経過したことに 

つき正当な理由を認めるに足りる客観的事情も 窺
うかが

えません。 

したがって、当該職員への令和３年４月から令和３年10月までの勤務に係る給料に相当す

る報酬の支給についての請求は、住民監査請求の請求期限を経過してなされたものであり、

法第242条に規定している住民監査請求の要件を満たしていないものと判断しました。 

(2) 令和３年11月１日から令和３年12月23日までの期間の勤務に係る給料に相当する報酬の支 

給について 

通勤手当に関する規則（昭和41年９月横浜市規則第65号。以下「通勤規則」といいます。）

第10条に規定する「確認及び決定」は、通勤に係る費用弁償を適正に支給するための規定で

あり、給料に相当する報酬の支給に関する規定ではないと認められます。 

(3) 令和４年５月の勤務に係る給料に相当する報酬の支給について 

総務局によれば、当該勤務において、当該職員は休憩していないとのことです。 

これらのことから、当該職員への給料に相当する報酬に、違法又は不当な支給は確認されま

せんでした。 

２ 通勤に係る費用弁償の支給について 

請求人は、当該職員の「令和３年４月１日から」「令和３年１２月２４日前日までの通勤費用

の支給について、通勤規則第１０条（確認及び決定）が履行されておらず不当な支給に相当す

る。」と主張しています。また、当該職員の「令和３年４月１日から令和４年１１月２１日まで

の通勤費用の支給は、」通勤規則「第１１条を履行していないと見なされ不当である。」と主張

しています。 

しかし、令和３年４月から令和３年12月までの通勤に係る費用弁償については、その一部に

おいて支給の時期が遅れたことは適切とは言えないものの、通勤規則第10条に基づく確認後に

支給されていることが認められます。また、通勤規則第11条に基づく確認は、総務局において

実施したことが認められます。 
 

以上のことから、当該職員への給料に相当する報酬及び通勤に係る費用弁償の支出が、違法又

は不当な財務会計上の行為に該当するとは言えず、請求人の主張には理由がないと判断しました。 

 （別添資料）監査結果公表文 

【参考】地方自治法抜粋 

（住民監査請求） 

第242条 普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員又は当該普

通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約

の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担がある（当該行為がなされることが相当の確実さ

をもつて予測される場合を含む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若し

くは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を

添え、監査委員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改め、

又は当該行為若しくは怠る事実によつて当該普通地方公共団体の被つた損害を補填するために必要な措

置を講ずべきことを請求することができる。 

２～４ 省略 

５ 第１項の規定による請求があつた場合には、監査委員は、監査を行い、当該請求に理由がないと認める

ときは、理由を付してその旨を書面により請求人に通知するとともに、これを公表し、当該請求に理由が

あると認めるときは、当該普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関又は職員に対し期間を示して必

要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、当該勧告の内容を請求人に通知し、かつ、これを公表しな

ければならない。 

６～11 省略 

お問合せ先 

監査事務局監査管理課長 尾崎 太郎 Tel 045-671-3354 


















































































































